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（住宅・土地統計調査） 

審査メモで示された論点に対する回答 

 

１ 住宅・土地統計調査の変更 

（１）報告を求める者の変更 

（論点） 

  各調査票の標本数は、どのような考え方に基づいて設計されているのか。 

 

（回答） 

 標本設計については、以下のとおりである。市区町村別の結果に必要な標本調査区抽出率を

人口規模別に設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回の調査における調査対象住戸の増加については、上記標本設計における第１次抽出単位

となる平成27年国勢調査調査区の増加に起因しているものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３－２ 
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（２）報告を求める事項の変更 

ア 「東日本大震災による転居」の削除〔調査票甲及び調査票乙〕 

（論点） 

 １ 平成25年調査において、本調査事項からどのような調査結果が得られているか。 

２ １の調査結果は、復興施策等において具体的にどのように利活用されたか。 

３ 他の調査結果や行政記録情報等から代替するデータが得られるなど、本調査事項の削

除による支障等は生じないか。 

（回答） 

１ 以下のとおり（平成25年確報集計結果より）。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 閣議決定されている国土交通省の「平成26年度版土地白書」において、「東日本大震災

により転居した普通世帯数」の結果などが利活用されている。 

３ 平成25年調査では、調査期日が東日本大震災の発生から２年半後であったため、東日

本大震災がもたらした居住状況の変化等に関する具体的なデータを把握することとした

が、発生から６年以上経過していること、関係府省及び都道府県から継続把握や新たな

事項の把握に関する要望がないこと、全体的な東日本大震災に関連した復興状況につい

ては復興庁において、地域的な復興状況については被災地域の県・市町において把握し

ていることから、平成30年調査の調査事項から削除することとしたもの。 

 

 

図７－11 家計を主に支える者の転居の理由，東北三県（岩手，宮城及び

福島）・その他の地域別東日本大震災により転居した 

普通世帯数（現住地）－都道府県（平成 25年） 

図 2－1 家計を主に支える者の転居の理由別 

東日本大震災により転居した普通世帯数－全国（平成 25年） 
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イ 「前住居」の状況の削除〔調査票甲及び調査票乙〕 

（論点） 

 １ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及

び25年の過去３回分の調査結果）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用さ

れていたのか。関連する施策に変更等が生じたのか。 

３ 上記２とも関連するが、これまで「前住居地」及び「現住居地」に関する情報をどの

ようにクロス集計し、提供してきたのか。それが今回の変更でどのように変化するのか。 

４ 削除される「前住居地」情報は、これまでどのように集計し、提供されていたか。削

除される情報は、他の統計（人口移動等）で代替可能か。 

５ これまでの調査結果及び利活用の状況等を踏まえ、本調査事項を削除しても支障等は

生じないか。 

（回答） 

１ 以下のとおり。 

【従前の居住地別調査年までの５年の間に現住居に入居した普通世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯） （単位：世帯） （単位：世帯） 
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２ 行政政策への直接的な利用は確認できないが、「住生活基本計画」を策定する際の検討

において、居住ニーズと住宅ストックの不適合の分析資料が参考情報として活用されて

いる。 

３ 世帯の移動状況を示す「前住居地」と「現住居地」をクロスした集計は行っていない。 

  一方で、居住形態の変動状況を示す「前住居の居住形態」と「現住居」をクロスした

集計については下表のとおり行っており、今回の調査においても、当該集計を行うこと

としている。 

【世帯の住居移動に関する集計表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「前住居地」情報については、前記回答１のとおり提供している。 

国勢調査において、世帯類型別に、世帯の現住居からみた５年前の常住地を都道府県、

特別区、人口50万以上市別で集計されており、本調査で把握している世帯の移動状況と

代替可能であると考えている。 

また、「住生活基本計画（都道府県計画）」等においても、世帯の移動状況は、国勢調

査のデータが利用されている。 

５ 前述のとおり、世帯の移動状況は国勢調査が利用されており、居住形態の変動状況に

ついては、引き続き本調査において把握することとしている。 

「前住居地」の調査事項は、国土交通省からも政策的必要性は低いという回答であっ

たこと、また、「空き家」に関するデータの政策的必要性が重点課題となっており、調査

票の設計と記入者負担軽減の観点から当該項目を削除することとしたもの。 

 

 

ウ 把握対象の変更及び「現住居以外の住宅」の追加〔調査票甲〕 

エ 把握対象の変更、「現住居以外の住宅（空き家）」の追加等〔調査票乙〕 

（論点） 

 １ 現住居以外で所有している住宅について、「居住世帯のある住宅」に係る所有戸数に

ついて、用途別（親族居住用、二次的住宅・別荘用、貸家用及びその他）の所有割合の

経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及び25年の過去３回分の調査結果）。〔調

査票乙関係〕 

２ 本調査事項の結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用されたのか。ま

た、今回新たに把握する調査結果はどのような利活用が見込まれているか。〔調査票甲

及び調査票乙関係〕 

３ 試験調査において、今回の変更内容を踏まえた形で調査しているが、各調査事項の記

（単位：世帯） 
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入状況（未記入率）はどのようになっているか。 

  また、試験調査に併せて調査対象世帯に対して実施したアンケート調査により、本調

査事項の記入のしやすさ等について把握しているが、その結果はどのようになっている

か。〔調査票甲及び調査票乙関係〕 

４ 空き家を２件など複数所有している場合、調査票乙では「持ち分」としてその実態を

記入する形となっている一方で、調査票甲では、保有件数に関係なく、「所有の有無」

「住宅の種類」を記入する形となっており、必ずしも空き家の実態が把握できないよう

にも思われる設計となっている。このような把握方法を採っている理由は何か。また、

空き家の所有実態をより的確に把握する上で問題はないのか。〔調査票甲関係〕 

５ 空き家に関する情報について、本調査以外に把握している統計調査、行政記録情報等

としてどのようなものがあるか（それぞれの概要等）。また、それぞれが必要な情報を

把握・提供している中で、本調査は、空き家を把握する統計調査や施策の中でどのよう

な位置づけにあるのか（どのように位置づけられているか。）。〔調査票甲及び調査票

乙関係〕 

また、今回調査の企画に当たって、国や地方公共団体における空き家対策の推進や連

携等が図られているか。〔調査票甲及び調査票乙関係〕 

６ 本調査事項のうち、床面積の合計（延べ面積）について、これまでの調査結果（過去

３回分）及び利活用の状況等を踏まえ、本調査事項を削除しても支障等はないか。〔調

査票乙関係〕 

（回答） 

１ 以下のとおり。 

【現住居以外に所有する住宅の有無、所有する住宅の主な用途、所有する住宅数別普通世帯数】 
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２ マルチハビテーション（１世帯複数住宅居住）などの居住形態の多様化の実態を明ら

かにするデータとして利活用されている。 

  また、今回の変更により、「居住世帯のある住宅」、「居住世帯のない住宅（空き家）」

ごとに、世帯がどのような用途で所有しているかを把握することが可能となり、低・未

利用の土地・不動産ストックの有効利用の検討を行う際の基礎資料となる。 

３ 本年７月に実施した住宅・土地統計調査試験調査における各調査事項の記入状況は、

下表のとおりであり、おおむね回答されていることが確認できたところ。 

  また、紙の調査票で回答した世帯に対して実施したアンケート結果において、記入し

やすいと回答したのは40.8％、記入しにくいが7.5％、どちらでもないが16.2％、不詳が

35.6％であり、記入に当たって、約６割の世帯は特に不都合を感じていないとの結果が

みられた。 

  これらのことから、調査結果の正確性の確保等の観点から適切なものになっていると

判断している。 

【平成30年住宅・土地統計調査試験調査結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 調査票甲については、昭和23年に住宅統計調査開始以来の現住居の状況を把握する調

査項目を、調査票乙については、平成10年から土地基本調査世帯調査（国土交通省所管）

の現住居以外に所有する住宅・土地などの調査項目を加え、土地基本調査世帯調査実施

時の標本数（住宅統計調査の６分の１）により、記入者負担軽減に配慮した調査を行っ

てきたところ。 

  しかし、平成20年住宅・土地統計調査の結果において、国土交通省より調査票乙の土

地の面積の過小推計の指摘があったことから、現住居以外の土地の面積等の推計を行う

（単位：世帯） 

（単位：件数） 

（単位：件数） 



 

7 

 

際のベンチマークとして活用するため、平成25年住宅・土地統計調査の際、調査票甲に

現住居以外に所有する土地の有無・種類を把握する調査項目を新規に追加したものであ

る。 

  これらのことから、調査票甲においては、記入者負担軽減に配慮し、現住居以外に所

有する住宅・土地にかかる調査項目は最小限としているものである。 

  なお、現住居以外の住宅を所有する世帯数については、調査票甲乙を合わせて、所有

する住宅の種類別に把握すること、また調査票乙については、世帯が所有する空き家数、

空き家のうち利活用状況が不明の「その他」の空き家の件数を把握することが可能とな

る。 

５ 空き家に関する調査は、主に以下のものがある。 

  ・空家実態調査（国土交通省） 

    昭和55年から５年ごとに実施されており、直近の平成26年度調査では、住宅・土

地統計調査で把握された戸建て空き家から無作為に抽出した12,000程度を対象と

して調査を実施。 

  ・空き家実態調査（地方公共団体） 

    「空家等対策の推進に関する特別措置法」の施行により、地方公共団体ごとに空

家等対策計画の策定が推進され、悉皆等による空家の実態把握調査を実施。 

  このように、全国規模で空き家に係る調査を実施し結果数値を公表しているのは、住

宅・土地統計調査だけであり、標本数も多いことから、市町村での表章も可能となって

いるところ。これにより、国土交通省や地方公共団体における空き家対策の導入として、

住宅・土地統計調査の結果数値を用いて問題点の指摘、分析等が行われている。 

  また、今回の平成30年住宅・土地統計調査においては、世帯における空き家の所有状

況等を把握する調査事項を追加することにより、利活用状況が不明の「その他」の空き

家の質が把握可能となり、「住生活基本計画」（平成28年３月18日）における空き家の

除却・推進にかかる政策の企画立案の基礎資料となる。 

６ 現住居以外の住宅の床面積に係る調査結果は、下表のとおり。 

  国土交通省からも、調査票乙の調査事項である「現住居の敷地以外に所有する宅地」

で面積を把握していることから、当該項目については政策的必要性は低いという回答で

あったこと、また、調査票の設計と記入者負担軽減の観点から、当該項目を削除するこ

ととしたもの。 

【現住居以外に所有する住宅の延べ面積別普通世帯数及び主世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯） 
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オ 居住世帯のない住宅（空き家）「その他」の所有状況を把握する調査事項の追加〔調

査票乙〕 

（論点） 

１ 試験調査において、今回の変更内容を踏まえた形で調査しているが、各調査事項の記

入状況（未記入率）はどのようになっているか。 

また、試験調査に併せて調査対象世帯に対して実施したアンケート調査により、本調

査事項の記入のしやすさ等について把握しているが、その結果はどのようになっている

か。 

２ 「調査票の記入のしかた」について、具体的にどのような工夫等を行う予定か（現時

点におけるイメージ案）。 

３ 試験調査やアンケート結果等も踏まえ、今回の変更内容は、本調査事項に係る調査結

果の正確性の確保等の観点からみて、十分かつ適切なものとなっているか。 

（回答） 

１ 本年７月に実施した住宅・土地統計調査試験調査における各調査事項の記入状況は、

下表のとおりである。「居住世帯のない住宅（空き家）」のその他を所有していると回答

した世帯20件のうち、未記入であったのは各調査事項とも３件以内であり、おおむね回

答されていることが確認できたところ。 

  また、紙の調査票で回答した世帯に対して実施したアンケート結果において、わかり

やすいと回答したのは32.6％、わかりにくいが16.7％、不詳が50.7％であり、アンケー

トに回答があった世帯としては、わかりやすいと回答した世帯がわかにくいと回答した

世帯より多い結果であった。 

【平成30年住宅・土地統計調査試験調査結果】 

 

 

 

  ２  

３ （理由やデータなど）・・・・・・・・・・・・・・からみて、有用な情報を把握でき

るものとなっており、十分かつ適切なものとなっていると考える。 

 

 

 

 

２ 本年７月に実施した住宅・土地統計調査試験調査の「調査票の記入のしかた」におい

て、別紙「席上配布資料」のとおり記載をしたところ、前述のとおり、「居住世帯のない

住宅（空き家）」のその他を所有している世帯において、おおむね記入されていた。 

３ 前記ウ及びエの回答５において整理しているとおり、当該調査事項は、利活用状況が

不明の「その他」の空き家の質が把握可能となり、「住生活基本計画」（平成28年３月

18日）における空き家の除却・推進にかかる政策の企画立案の基礎資料となる有用なもの

であり、また、試験調査の結果等も踏まえ、適切なものになっていると考える。 

（単位：件数） 
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カ 「時期」に係る選択肢区分（年次区分）の変更〔調査票甲及び調査票乙〕 

（論点） 

 １ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及

び25年の過去３回の調査結果）。 

２ 本調査事項における選択肢区分（年次区分）は、どのような考えに基づき設定されて

いるか。建築時期について、建築基準法の大規模改正時期との整合性は図られているか。 

３ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用さ

れているのか。 

４ 過去の調査結果（年次区分別の分布状況）や利活用の状況等を踏まえ、年次区分の統

合による支障等は生じていないか。 

特に、現住居の敷地以外に所有する宅地など（農地及び山林を除く。）の取得時期について、

「昭和45年以前」と一括りとしているが、利活用等の観点からみて支障等はないか。 

（回答） 

１ 以下のとおり。 

【建築時期別住宅数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家計を主に支える者の入居時期別普通世帯数】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：戸） 
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【敷地の取得時期別所有地及び借地に居住する主世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【宅地の取得時期別現住居の敷地以外の宅地などを所有する普通世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯） 

（単位：世帯） 

（単位：世帯） 
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２ 直近５カ年分については、前回調査以降に発生した状況を把握するため、各年の選択

肢区分としている。前回調査以前については、住宅を建築する際の基準が示されている

「建築基準法」の改正のあった前後の比較・分析を可能とするため、国土交通省と調整

の上、当該改正年次＊を考慮した選択肢区分を設定している。 

   ＊ 昭和25年：建築基準法の制定年 

     昭和56年：「新耐震基準」導入年 

     平成12年：木造建築物の接合部等の基準の明確化等の実施年 

 ３ 「住生活基本計画」における「観測・実況指標」の滅失住宅の平均築後年数や住宅の

滅失率を試算する際のデータ、耐震性を有する住宅ストック数、「建築基準法」改正前

後の比較や法改正を行う際の基礎資料などとして利活用されている。 

 ４ 上記１のとおり、今回統合する年次区分のデータについて、過去３回の調査結果の推

移を見ても、住宅数は減少してきていること、また、上記２のとおり政策的活用の必要

性の低い年次区分であることから、統合しても支障はないと判断したもの。 

 

 

キ 「居住室」及び「床面積」の記入対象部分の図示〔調査票甲及び調査票乙〕 

（論点） 

 １ 各調査事項について、データ面での経年変化はどのようになっているか（平成15年、

20年及び25年の過去３回の調査結果）。特に、平成20年調査の結果に比べて、平成25調

査結果はどの程度変化しているのか。また、その具体的な要因等については、どのよう

に分析しているか。 

２ 前回調査における両調査事項の記入状況（誤記入率）は、それぞれどのようになって

いるか。 

３ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用さ

れているか。 

４ 「平成 30年住宅・土地統計調査試験調査」（今回の変更内容を踏まえて今年６月から

７月に実施した一般統計調査。以下「試験調査」という。）において、両調査事項の記

入状況（未記入率）はどのようになっているか。また、試験調査に併せて調査対象世帯

を対象に実施したアンケート調査（以下「アンケート調査」という。）における本調査

事項の記入状況等に関する結果はどうか。 

５ 「調査票の記入のしかた」について、記載内容の拡充を図るとしているが、具体的に

どのような工夫等を行う予定か（現時点におけるイメージ案）。 

６ 試験調査やアンケート結果等を踏まえ、今回の変更内容は、本調査事項に係る調査結

果の正確性確保等の観点から、十分かつ適切なものとなっているか。 

（回答） 

１及び２ 調査結果は、以下のとおり。 

【居住室数別普通世帯数】 

 

 

 

 

（単位：世帯） 
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【畳数別普通世帯数】 

 

 

 

 

 

 

平成25年調査時に、「居住室」の調査事項において「平方メートル」単位による回答

も可能としたところであるが、当該単位記入のなかった平成15年調査から20年調査にお

ける延べ面積に占める居住室の広さの割合が「90％以上」割合の増加率は1％であったの

に対し、平成20年調査から25年調査における増加率は3.53％と大幅な増加となった（下

表１参照）。 

そこで、「居住室」と「床面積」における世帯が回答の際に用いた単位の組み合わせ

（居住室×床面積の４パターン（畳×㎡、畳×坪、㎡×㎡、㎡×坪））の「90％以上」

となっている割合を確認したところ、「㎡×㎡」記入の世帯が52.8％と５割を占めてい

た。一方、「畳×㎡」記入の世帯も34.3％と３割となっており（下表２参照）、２つの

記入欄の回答する範囲の違いについて文字だけでは理解されにくい状況であると分析し

たところ。 

３ 「住生活基本計画」において成果指標等として定められている「最低居住面積水準」

及び「誘導居住面積水準」の算出データなどとして活用されている。 

４～６ 前記１の分析結果に基づき、29年７月に実施した試験調査において、視覚的に分

かりやすいよう回答する範囲を色づけした図を入れることとした。併せて「調査票の記

入のしかた」に、調査票と同様の図を入れ回答する範囲を明示するとともに、記入する

単位で世帯が記入に迷うことがないよう「面積の単位換算早見表」が「調査票の記入の

しかた」の最終ページにあることを明記した（別紙「席上配布資料」参照）。その結果、

平成25年調査の「90％以上」の割合は9.2％であったのに対し、今回の試験調査では9.3％

であり、試験調査は市町村や統計局などにおける審査事務を行っていないが、審査事務

を行った平成25年調査の「90％以上」の割合とほぼ同じ割合となった（下表３参照）。 

また、試験調査で紙の調査票で回答した世帯に対して実施したアンケート結果は、「居

住室」について記入しやすいと回答したのは52.5％、記入しにくいが25.9％、どちらで

もないが14.4％、「床面積」について記入しやすいと回答したのは42.3％、記入しにくい

が34.8％、どちらでもないが15.2％であり、いずれの調査事項も記入に当たって特に不

都合に感じていない世帯が多く、６割弱から７割弱となった。 

  これらのことから、２つの記入欄の回答するべき範囲について世帯の理解が進んでい

ると考えており、調査結果の正確性の確保等の観点から適切なものになっていると判断

している。 

【表１ 延べ面積に占める居住室の広さの割合別世帯数】 

 

 

 

 

（単位：世帯） 

（単位：世帯） 
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【表２ 回答に用いた単位の組合せ別延べ面積に占める居住室の広さが90％以上の割合】 

 

 

 

 

 

【表３ 延べ面積に占める居住室の広さの割合別世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 「住宅の建て替え・新築・購入などの別」の選択肢区分の分割等〔調査票甲及び調査

票乙〕 

（論点） 

 １ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及

び25年の過去３回分の調査結果）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用さ

れたのか。 

３ 中古住宅の購入に係る選択肢区分の分割により把握した調査結果は、具体的にどのよ

うな行政施策等への利活用が見込まれるのか。 

４ 「リフォーム後の住宅」について、「引渡し前１年以内にリフォームがされた住宅」

と定義するのはどのような考え方等によるものか。利活用等の観点からみて適切か。ま

た、例えば、購入した中古住宅のリフォームが１年よりも前になされていた場合、どの

選択肢に記入することになるのか。 

（回答） 

 １ 以下のとおり。 

【住宅の建て替え・新築・購入などの別持ち家数】 

 

 

 

 

 ２ 「住生活基本計画」において成果指標等として定められている「既存住宅流通量」の

算出データなどとして活用されている。 

３ 「住生活基本計画」（平成28年３月18日）において、住宅ストックビジネスの活性化、

リフォーム市場規模の拡大などが掲げられたことから、中古住宅の普及促進のために、

どのような形態の中古住宅が市場に求められているのかを判断する基礎資料等としての

利活用が見込まれる。 

４ リフォームした場合には「不動産の表示に関する公正競争規約施行規則」（公正取引

（単位：世帯） 

（単位：世帯） 
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委員会認定）において、リフォーム等の内容及び時期を明示することと定めはあるが、

リフォーム後の期間に特段決まりはない。同規則において、新築住宅は建築後１年以上

経過すると中古住宅という物件種別になるとされていること、また「住宅の品質確保の

促進等に関する法律」（国土交通省）においても、新築住宅は建設工事の完了の日から

起算して一年を経過したものを除くとされていることから、住宅・土地統計調査におい

ては、リフォームされてから１年以内に引渡しされた住宅という基準にしたところ。 

  なお、購入した中古住宅のリフォーム時期が１年以上前の場合には、「リフォーム前

の住宅」に記入することになる。 

 

 

コ 「平成 26年１月以降の住宅の増改築 改修工事等」を把握する調査事項の変更〔調査

票甲及び調査票乙〕 

（論点） 

 １ 平成25年調査における本調査事項の結果は、どのようになっているか（東日本大震災関

係前後の調査結果の比較）。 

２ 本調査事項から得られたデータは、行政施策等において具体的にどのように利活用され

たか。 

 ３ 平成25年調査の結果及びその利活用状況を踏まえ、東日本大震災関係の選択肢区分を削

除しても支障等はないか。 

（回答） 

１ 以下のとおり（平成25年確報集計結果より）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 東日本大震災の影響により改修工事を行った住宅数が明らかになり、前記アの「東日

本大震災による転居」の調査結果と合わせ、災害による被害状況等を示すデータとして

活用されている。 

３ 平成25年調査では、調査期日が東日本大震災の発生から２年半後であったため、東日

本大震災による改修工事の実態を把握することとしたが、発生から６年以上経過してい

ること、関係府省及び都道府県から継続把握や新たな事項の把握に関する要望がないこ

と、全体的な東日本大震災に関連した復興状況については復興庁において、地域的な復

興状況については被災地域の県・市町において把握していることから、当該調査事項の

選択肢から削除することとしたもの。 

 

図７－14 東日本大震災による被災箇所の改修工事をした持ち家数－都道府県（平成 25年） 
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サ 現住居以外の土地の「土地の種類及び所有総数」の変更〔調査票乙〕 

シ 現住居の敷地以外に所有する農地・山林の所在地及び「面積の合計」の変更〔調査票

乙〕 

（論点） 

 １ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及

び25年の過去３回分の調査結果）。 

２ 本調査事項の結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用されたのか。 

３ 試験調査において、今回の変更内容を踏まえた形で調査しているが、各調査事項の記

入状況（未記入率）はどのようになっているか。また、試験調査に併せて調査対象世帯

に対して実施したアンケート調査により、本調査事項の記入のしやすさ等について把握

しているが、その結果はどのようになっているか。 

４ 試験調査やアンケート結果等も踏まえ、今回の変更内容は、本調査事項に係る調査結

果の正確性の確保等の観点からみて、十分かつ適切なものとなっているか。 

（回答） 

 １ 以下のとおり。 

【現住居の所敷地以外に所有する土地の所在地(3区分)別１件当たり所有面積】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国土交通省で公表している「土地基本調査」において、全国の法人における土地・建

物及び全国の世帯における土地の所有・利用状況等に関する実態を全国及び地域別に明

らかにし、土地の有効利用を的確に進める上で必要となる基礎的な資料として活用され

ている。 

３ 試験調査における各調査事項の記入状況は下表のとおりである。いずれの調査事項も

（単位：㎡） 
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未記入率は３割以下である。世帯からの意見としては、土地関連の書類を探すのに時間

がかかったというものがあったが、記入しにくいという意見はなかった。 

【平成30年住宅・土地統計調査試験調査結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ これらのことから、調査結果の正確性の確保等の観点から適切なものになっていると

判断している。 

 

 

ソ 「敷地面積」及び「建築面積」の削除〔建物調査票〕 

（論点） 

 １ 本調査事項について、データ面での経年変化はどうなっているか（平成15年、20年及

び25年の過去３回分の調査結果）。 

２ 本調査事項の結果は、行政施策等において具体的にどのように利活用されたのか。 

３ これまでの調査結果及び利活用の状況等を踏まえ、本調査事項を削除しても支障等は

ないか。 

（回答） 

１ 以下のとおり。 

【敷地面積に対する住宅の延べ面積の合計の割合別長屋建及び共同住宅のむね数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：むね数） 
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【建築面積別長屋建及び共同住宅のむね数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「住生活基本計画」に基づく施策を推進するために定められている「居住環境水準」

において、良好な景観の形成・保全、ゆとりある敷地規模の確保等良好な市街地環境の

形成を図ることを目的とした地区の指定比率を算出する際のデータなどとして活用され

ている。 

３ 世帯調査票において把握している「床面積」、「敷地面積」において代替可能であり、

地方公共団体及び調査員における事務負担軽減のため、当該項目を削除することとした

もの。 

 

 

（単位：むね数） （単位：むね数） 

※平成 20年の結果なし。 
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（３）報告を求めるために用いる方法の変更等 

ア オンライン調査に係るＩＤ・パスワードの配布方法の変更 

（論点） 

 １ オンライン調査に係る「同時配布方式（並行方式）」及び「二段階配布方式」は、ス

ケジュール等の面においてどのような違いがあるのか。それぞれのメリット、デメリッ

トは何か。 

２ 本調査の平成25年調査におけるオンラインの回答状況はどうだったか。また、試験調

査における回答状況や、報告状況の検証・分析結果はどうか。また、各府省にはどのよ

うな情報を提供したのか（後述の「２ 今後の課題への対応状況」関係）。 

３ 上記１及び２とも関連するが、本調査において、「二段階配布方式」を導入する理由

や経緯等は何か。 

４ 以上のことを踏まえ、当該取組により、地方事務の負担軽減、円滑化にどのような効

果が見込まれると考えているか（なるべく具体の効果がイメージできるよう説明願いた

い。）。 

（回答） 

１ 前回の平成25年調査（以下「前回調査」という。）で初めてオンライン調査を導入し

たが、その際は、紙の調査票と一緒にオンラインで回答するために必要なＩＤ・パスワ

ードも同時に配布して実施（同時配布方式）したところである。その結果、オンライン

での回答率は７．９％であった。 

この状況を踏まえ、オンライン回答の更なる推進を図るため、本年７月に実施した住

宅・土地統計調査試験調査（以下「試験調査」という。）では、オンライン回答用のＩ

Ｄ・パスワードを紙の調査票の配布より先に配布し、その一定の期間後に紙の調査票を

配布する方法（二段階配布方式）で実施し、検証したところである。その結果、オンラ

イン回答率は２５．６％となり、当該方法によって、前回調査よりもオンライン回答の

推進を図れることが可能になるものと考えている。 

このため、今回の平成30年住宅・土地統計調査（以下「今回調査」という。）の計画

では、調査員事務の稼働時間を確保できることや地方公共団体における調査員へのフォ

ロー事務の負担をできる限り軽減を図りつつ、オンライン回答の推進が期待できる「二

段階配布方式」により実施することとしている（別紙参照）。 

２ 試験調査の結果の詳細をみると、調査対象世帯数（調査対象住戸総数から居住世帯の

ない住戸を除いた数）は1,232世帯であり、その回収方法別の回答状況をみると、オンラ

イン回答は315世帯（25.6％）、郵送提出は500世帯（40.6％）、調査員回収は143世帯

（11.6％）であった。 

オンライン回答用書類と紙の調査票を同時に配布した前回調査におけるオンライン回

答率は7.9％であったが、二段階配布方式を採用した試験調査では25.6％となった。地域

別のオンライン回答率をみると、最も高かったのは神奈川県横浜市で48.1％、最も低い

鹿児島県肝付町でも10.5％であった（次頁参照）。 
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【平成 30年住宅・土地統計調査試験調査結果】 

 
また、試験調査に併せて調査対象世帯に対して実施したアンケート結果では、オンラ

イン回答について、ともに７割以上の世帯から「操作がしやすかった」、「今後インタ

ーネットで回答したい」との回答を得たところである（図１、２参照）。 

 

図１ 年齢階級別「操作がしやすかったか」回答者の割合 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  図２ 年齢階級別「今後インターネットで回答したいか」回答者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、試験調査の結果については、当局で開催した「平成30年住宅・土地統計調査に

関する研究会」において報告するとともに、ホームページにも掲載しているところであ

る。また、前回調査のオンラインの実施状況については、各府省担当者が参集する会議

（オンライン調査推進に関するＷＧ等）において提供したところである。 

３ 「二段階配布方式」を導入する理由や経緯等は、上記１に記載のとおり。 

４ 今回調査の調査方法については、試験調査の結果等を踏まえ、オンライン回答率の向
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上が期待できる「二段階配布方式」を採用することにより、①調査員事務の稼動時間の

確保が図れること、②地方における調査票の内容審査事務の軽減が図れること、③集計

事務の効率化が図れることが見込まれる。 

 

 

イ 郵送により調査票を市町村に提出できる仕組みの導入 

（論点） 

１ 試験調査における状況はどうだったのか。今回調査の実施に向けた問題点や改善点は

なかったか。 

２ 他の大規模調査における郵送回収の導入は、市町村の実情に応じ、当該市町村の判断

により郵送回収を行わないことも可能とするものであった中で、その実施状況はどうだ

ったか（全市町村における郵送回収方法の実施状況）。また、他の大規模調査における

郵送回収方法については、記入不備に伴う市町村の審査事務の負担増が懸念されていた

中でどのように評価しているか。当該取組を適切に実施する観点から、運用面で改善す

べき点はないか。 

３ 以上のことを踏まえ、本調査の平成30年調査においてどのように取り組んでいくこと

としているのか。また、当該取組により、地方事務の負担軽減、円滑化にどのような効

果が見込まれると考えているか（なるべく具体の効果がイメージできるよう説明願いた

い。）。 

（回答） 

１ 本年７月に実施した住宅・土地統計調査試験調査（以下「試験調査」という。）にお

いて、新たに紙の調査票の回収方法として、直接、調査対象世帯から郵送により市町村

に提出できる仕組みを導入して検証した。その結果、調査対象世帯数（調査対象住戸総

数から居住世帯のない住戸を除いた数）の1,232世帯のうち、郵送提出は500世帯（40.6％）

と回収方法の中で最も割合が高く、地域別にみても、ほとんどの府県・市町において、

郵送提出の割合が最も高かった（下表参照）。 

 

【平成 30年住宅・土地統計調査試験調査結果】 

     

 

また、調査員回収と郵送提出による調査票の記入状況を検証したところ、調査項目の

うち、「勤めか自営かなどの別」は調査員回収の方が、「現住居の床面積」は郵送提出

の方が、記入漏れ率は低い結果となった。その他の項目は、調査員回収、郵送提出いず

れにおいても、記入漏れ率がほぼ同等となっている（次頁参照）。 
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２ 平成27年国勢調査においては、郵送回収については市町村毎の選択制としたが、市町

村全体の82.2％が「郵送回収あり」の方法を選択した。「郵送回収なし」を選択した市

町村は人口規模の小さい町村が多く、地域とのつながりが強い市町村では、郵送回収を

必要としていない結果となった。また、郵送提出された紙の調査票の割合は36.5％であ

り、審査事務に係る地方事務の負担軽減を図るため人員の配置等の体制整備を図ったと

ころである。 

 

 

 

 

３ 以上のことから、今回調査においては、調査員回収が機能している町村では、郵送提

出による割合が低いことや、オートロックマンションやワンルームマンションの普及な

どにより調査員が調査対象世帯と面接できない地域においては、郵送提出の効果がある

ものと考えられるものの、一定の記入漏れもみられることから、記入支援対策として、

「調査票の記入のしかた」の説明動画を新たに構築し、ＰＣやスマートフォンなどから

視聴できる仕組みを導入することにより、記入上の利便性を図ることを検討していると

ころである。 

これにより、地方事務における調査票の審査事務の効率化が図れるものと考えている。 

 

 

ウ 集合住宅の管理会社等への調査員業務の委託 

（論点） 

１ 他の大規模調査における管理会社・運営法人との調査員事務の委託契約の締結までの

流れ等はどのようなものか。また、本調査との差異はあるのか。 

２ 他の大規模調査において市町村における調査員事務の委託取り組みはどの程度活用さ

れたのか（市町村における実施状況）。また、当該取組を推進する観点から、運用面で

改善すべき点はないか（注）。 
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３ 以上のことを踏まえ、本調査の平成30年調査においてどのように取り組んでいくこと

としているのか。また、当該取組により、地方事務の負担軽減、円滑化にどのような効

果が見込まれると考えているか（なるべく具体の効果がイメージできるよう説明願いた

い。）。 

（注）例えば、平成27年国勢調査では、集合住宅等の管理人等が管理会社などに雇用されている場合は、調査員報酬を受け

取ることができないとの理由から受諾してもらえないことが懸念されていた。このような中で、当該管理会社等との間

で調査員業務の委託契約を締結し、当該業務に対する報酬を当該管理会社等に支払い、集合住宅等の管理人等に調査員

業務を行わせることにより、円滑な調査実施が可能としていたが、運用面で問題はなかったか。 

（回答） 

１ 平成27年国勢調査における調査員業務の委託契約の締結までの流れ等については以下

のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 住宅・土地統計調査においても、同様の流れで実施する予定。 

 

２ 集合住宅や社会福祉施設等における管理会社・運営法人への調査員事務の委託につい

ては、平成27年国勢調査時に初めて導入された仕組みである。オートロックマンション・

ワンルームマンション、病院や老人ホームなどについては、一般の調査員では調査対象

世帯に調査をお願いすることが困難であることから、円滑な調査を実施するため、集合

住宅や社会福祉施設等を管理している事業者と契約を結び、調査員の事務を委託する仕

組みを構築したところである。 
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これにより、円滑な調査の実施はもとより、調査員確保対策にも寄与したものと考え

ている。特に、社会福祉施設については、入居者の忌避感なども少ないことから、平成

27年国勢調査では、多くの調査区において、業務委託が行われたところである（下表参

照）。 

なお、改善すべき点は、現時点では特に無かったと思われる。 

 

【平成 27年国勢調査 調査区特性（後置番号）別の業務委託契約数及び調査区数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 既に平成27年国勢調査において全国的に導入している仕組みであり、今回調査におい

ても、当該仕組みを導入するニーズが高いと想定されることから、同様の仕組みを導入

することが好ましいと考えている。 

なお、地方自治体においても、平成27年国勢調査時に調査員業務を委託した団体の情

報があることから、今後、今回調査に向けて当該措置の積極的な活用を図るよう、事前

に調整することは可能であり、当該仕組みの導入により、調査員確保に係る地方の事務

負担が軽減されるものと考えている。 

 

 

エ 提出状況管理システムの構築等 

（論点） 

１ 提出状況管理システムとは、具体的などのようなものか。 

２ 今回調査において、具体的にどのようなオンライン調査システムの機能改善が図られ

るのか。 

３ 試験調査における状況はどうだったのか。今回調査の実施に向けた問題点や改善点は

なかったか。 

４ これらの取組により、地方事務の負担軽減、円滑化にどのような効果が見込まれると  

考えているか（なるべく具体の効果がイメージできるよう説明願いたい。）。 

（回答） 

１ 「提出状況管理システム」とは、オンライン回答及び郵送提出された世帯をシステム

上で国、都道府県、市区町村が同時に管理できる仕組みであり、調査対象世帯からの回

答状況を一元的に把握することが可能なシステムとなっている（図１参照）。 

契約数 調査区数
割合(％) 割合(％)

総数 ４，８４５ １００．０ ６，１５７ １００．０

後置番号１
（一般調査区）

２２２ ４．６ ５６０ ９．１

後置番号４
（社会施設・病院のある区域）

４，２２１ ８７．１ ４，９５０ ８０．４

後置番号８
（おおむね50人以上の単身者が居住
している寄宿舎・寮等のある区域）

３９４ ８．１ ６３９ １０．４

その他
（上記後置番号以外）

８ ０．２ ８ ０．１
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図１ 「提出状況管理システム」関連の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、オンライン回答された状況は、自動的に同システムに登録されることから、調

査員の活動状況がタイムリーに調査単位区ごとに把握することができ、調査の漏れなど

が防止できるものと考えている。 

  

※平成 27年国勢調査において、調査員が病気で活動ができなかったという事案があった

際に、この「提出状況管理システム」において、調査が未実施であることを早期に把握

することができ、指導員が代行して調査を行った事例があった。 

 

２～４ 本年７月に実施した試験調査で実施・検証を行った結果、「提出状況管理システ

ム」の運用面については、特段問題も無く実施することができた。しかしながら、今回

調査で実施した場合の課題について、地方から意見・要望があったところである。 

例えば、本調査では、調査対象世帯の数が多くなることから、郵送提出された世帯の

入力を市町村で行うとなると、賃金職員により入力を行うことが想定されるが、現行の

システム内だけでしか作業ができないと、ＰＣの環境整備など様々な弊害が生じるため、

エクセル形式で分散作業が行える仕組みを構築してほしいとの要望などがあった。 

これらの要望を踏まえ、今回調査に向けてシステムの改修を行うとともに、地方事務

の負担をできる限り軽減できる仕組みを検討することとしている。 

「提出状況管理システム」を導入することは、調査員の活動状況の把握や調査対象世

帯からの回答状況の確認が行えることから、円滑な調査の実施が可能な仕組みとなって

いる。 

平成30年住宅・土地統計調査システム関連

世 帯

市町村

都道府県

統計局

政府統計共同利用システム

調査員

指導員

（郵送回答データ）

回答データ送信
オンライン調査システム
・電子調査票ＨＴＭＬ形式
(ＰＣ版、（日本語、英語)、
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ版（日本語、
英語））

世帯への調査システム

伝達

（回答状況確認表）

実査

調査実施者

郵送

督促

登録（政府統計共同利用システム
の機能を活用した自動連携）

（オンライン受付データ）

提出状況管理システム
・郵送回答登録機能
・回答状況一覧表示機能
・「回答状況確認表」出力機能
・誤配布等修正機能 など

国・地方の調査管理システム

出力
登録（手入力）

伝達

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

総
務
省
Ｌ
Ａ
Ｎ

※LGWANが利用するできない自治体が存在するため、インターネット経由でのアクセスも可能とする。
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また、オンライン回答及び郵送提出の状況の伝達を調査員に行うことが可能な仕組み

を構築していることから、調査員が回答のあった調査対象世帯に再度行くこと無く事務

の効率化が図れるものと考えている。 

ただし、オンラインで回答できる期間は24日間としており、調査員への伝達期間内に

おいても報告者からオンライン回答等があることが想定されることから、調査員が地方

自治体に最新の回答状況を直接問い合わせる事務負担を考慮し、国において、調査員専

用のコールセンターを設置し、回答状況の問合せ・確認ができる仕組みを構築する予定

である。これにより、できる限り、地方事務の負担軽減に努めてまいりたい。 

 

 

オ コールセンターの充実・強化 

（論点） 

１ 平成25年調査時の照会実績等はどのようになっているのか。（設置期間を通じた日ご

との照会実績の状況、受付時間ごとの照会実績等） 

２ 平成25年調査におけるコールセンターの設置、運営等について、運用面でうまくいっ

た点は何か。また、改善すべき点はないか。 

３ 平成 27 年国勢調査におけるコールセンターの実施・運営の状況はどうだったか。ま

た、当該取組を適切に実施する観点から、運用面で改善すべき点はないか。 

４ 今回調査の実施に向けた問題点や改善点はなかったか。 

５ 以上のことを踏まえ、本調査の平成 30 年調査におけるコールセンターの設置、運営

等についてどのように取り組んでいくこととしているのか。 

６ 当該取組により、地方事務の負担軽減、円滑化にどのような効果が見込まれると考え

ているか（なるべく具体の効果がイメージできるよう説明願いたい。） 

（回答） 

１及び２ 前回調査時のコールセンターの設置等の概要、改善すべき点等は以下のとおり。 

＜概要＞ 

 設置期間：平成 25年９月１日（日）から 10月 27日（日）まで 

    応答時間：８：００～２１：００ 

    拠 点 数：２拠点 

    最大座席数：１１５席（延べ席数：３８，６７５席） 

業務内容：調査対象世帯からの調査の概要や調査方法（オンライン調査）、調査票の 

記入のしかたなどに関する照会対応 

＜結果＞ 

総着信件数 総応答件数 平均応答率 

６９，５４４件 ５９，７８５件 ８６％ 
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前回調査においては、おおむね世帯からの問合せに対し、８６％の応対ができたこ

とにより、国、都道府県及び市町村への電話照会の件数が減り、事務負担への軽減に

繋がった。 

ただし、オンライン調査システムの不具合により一時的に電話応対の率が下がった

日もあったため、コールセンターでのフォローアップ機能の強化を図る必要があると

考えられる。 

 

＜平成 30年住宅・土地統計調査に向けた改善点＞ 

・ 世帯用コールセンターについては、事前に準備されたＦＡＱで網羅できない質問

を常に更新できる仕組みを構築し、充実・強化を図ることにより、応対時間の短

縮が図れるものと考えている。 

・ 前回調査では、初めてオンライン調査を実施したこともあり、システム障害が発

生したため、当該障害に対応できる仕組みを構築し、充実・強化を図ることが必

要と考えている。 

 

３ 平成27年の本調査において、統計局ではオンライン調査の全国展開に伴い、世帯から

調査員が受ける専門的な質問が増加することが想定されたため、新たに調査員からの質

問にも対応するなど、民間事業者を活用したコールセンターの充実・強化を行った。 

平成27年の本調査のコールセンターは、機能別に以下の３系統で実施されたところで

ある。 

 

① 世帯用のコールセンター 国勢調査の基本的な質問に対応した機能 

② 調査員用のコールセンター 
調査員事務の支援及びオンライン回答及び郵送回答の状況に対
応した機能 

③ テクニカルサポート 
オンライン調査の全国展開により、システム的な問合せ（専門
的な事項）に対応した機能 

 

このようなコールセンターの充実を図った結果、調査員用のコールセンターにおいて、

オンライン及び郵送回答状況の対応には一定の効果はあったが、調査員事務の支援に関

する対応については、国で用意した統一的な資料の他に地方自治体で用意された資料の

問い合わせが加わったこともあり、当初、予定していたオペレーター人員で対応できる
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許容範囲を超えてしまったことにより、通話ができない状態があったところである。ま

た、調査客体へのオペレーターの対応について、質が悪いなどの意見も地方自治体から

出されたところである。 

上述を踏まえ、住宅・土地統計調査においては、調査員コールセンターは、問い合わ

せ内容を限定したコールセンター（回答状況のみの対応）として実施することを予定し

ている。また、オペレーターの質については、研修やスキルテストも行うなど実施体制

の強化に努めてまいりたい。 

 

４～６ 今回調査においては、前回調査の結果も踏まえ、以下のとおり、コールセンター

の充実・強化を図ることとしている。 

  ① 世帯用のコールセンター 

  前回調査の状況も踏まえ、また、オンライン調査の導入に関し、ＦＡＱの充実を

図るとともに、調査方法に即したオペレーターの設置を行うこととしている。 

 ※オペレーターの設置については、オンライン調査の回答期間と調査票の配布期間

に問合せが集中することが想定されることから、その時期に見合った席数の設置

を考えている。 

  

  ② 調査員用コールセンター 

  今回調査では、調査員にオンライン回答及び郵送提出のあった世帯の状況を伝達

する業務を行うこととしている。 

  その状況を指導員・市町村から調査員に伝達するのに要する時間等も鑑み、調査

員から回答状況を聞かれた場合に対応できるコールセンターを設置することとし

ている。 

 ※オペレーターの設置については、オンライン回答期間に問合せが集中することが

想定できることから、その時期に見合った席数の設置を考えている。 

 ※コールセンター業務に係る措置 

  ・オペレーター数人に対し、業務責任者（ＳＶ）を１名設置 

  ・オペレーター研修及び確認試験の実施 

  ・調査書類・用品の提示 

  ・業務マニュアルの作成 

  ・日次報告及び週次報告の実施（当該報告により、当該時点における応対状況を

把握する。） 

     など 

  ③ テクニカルサポート 

  今回調査では、オンライン調査において、ＰＣ版だけでなくスマートフォン版を

構築し実施することから、システムに係る専門的な問合せに対応することが必要で

あるため、テクニカルサポートを設置することとしている。 

体制については、上記①及び②のコールセンターの稼働時間内には、システムに

係る専門的知識を持った者を設置するとともに、メールによる質問も受け付けるこ

とを検討している 
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３ その他 

〔中長期的な視点からの調査の効率的な実施等に向けた検討〕 

（論点） 

１ 不動産登記情報や地理情報システム（ＧＩＳ）では、具体的に住宅や土地に関するど

のような情報が整備されているのか。このうち、本調査から得られる情報と関係するも

のは何か。また、これら以外に住宅や土地に関する情報を整備しているものはないか。 

２ 不動産登記情報やＧＩＳ等の活用によるデータ整備に当たって、課題や問題点として

は、どのようなことが想定されるか。また、今後、これらの課題解決に当たって、貴省

としてどのように考えるか。 

（回答） 

１ 政府統計共同利用システム（ｅ－Ｓｔａｔ）では、地理情報システム（ＧＩＳ）の仕

組みを活用し、利用者の個々のニーズに合わせて各種統計調査の統計データを背景地図

とともに視覚化して提供する「地図で見る統計（統計ＧＩＳ）」を構築している。同シ

ステムには、現在、国勢調査や経済センサス等、５省14統計調査のデータが収録されて

いるが、いずれも全数調査のデータとなっており、本調査は利用対象となっていない。 

このような状況の中、本調査においても、緯度・経度情報が付与された国勢調査の基

本単位区を使用しているため、将来的には、その位置情報を活用して、本調査結果のデ

ータ利用を図ることも検討課題とは考えている。 

また、不動産登記簿情報には、建物関係では所有者・所在地・建物の種類・構造・床

面積などの情報、土地関係では所有者・地積・所在地などの情報が電子媒体で収録され

ており、不動産登記簿情報の公開の在り方などの検討動向を注視しつつ、その情報を活

用による本調査の報告者負担軽減も将来的な検討課題と考えている。 

２ 「地図で見る統計（統計ＧＩＳ）」による利用については、本調査が標本調査である

という特性に留意が必要と考えている。 

また、土地・建物に関する高度な統計の検討に当たっては、行政ニーズも勘案しつつ、

本調査のみならず、企業等を対象に実施する統計を含めた横断的な検討が不可欠と考え

ている。そのような検討を行う際には、当省としても積極的に参画したいと考えている。 

 



 
 
【平成 30 年住宅・土地統計調査実施スケジュール（二段階配布方式）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成 25 年住宅・土地統計調査実施スケジュール（同時配布方式（並行方式））】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施案　【調査方法：二段階配布方式（郵送提出あり）】

24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

　

30年
本調査

８月 ９月 10月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統計調査員任命期間（8/24～10/23を標準期間、２か月）

調査実施期間（9/15～10/23）

世帯 オンライン回答期間（２４日間） 未提出世帯に対するｵﾝﾗｲﾝ回答の再開

郵送提出期間（８日間） 郵送提出期限の延長

調査員
調査員事務打合せ会への出席

（１２日間）

調査区確認、
『単位区設定図』修正
『調査対象名簿』作成

『お知らせ』配布
（７日間）

調査書類の
配布準備
（３日間）

ｵﾝﾗｲﾝ回答用ＩＤ等のみ配布
[ ポスティング ]

（６日間）

調査票の取集
（８日間）

聞き取り調査
（５日間）

調査書類
整理

(２日間)

（確認状
の配布）

（※）

督促状
の配布

(２日間)

調査書類の検査（紙調査票での提出分）

　　　『建物調査票』の作成（２４日間）

調査票等及びオンライン
回答促進チラシの配布、
『調査対象名簿』の記入

(６日間)

市区町村
調査員事務打合せ会の開催

（１２日間）

調査対象住戸の抽出、
調査員への連絡
（１０日間）

未提出世帯の特定、
調査員へ連絡
（６日間）

「提出状況管理システム｣による郵送提出の登録、回答状況の確認・管理

調査書類の検査（郵送提出の調査票分）

オンライン回答世帯の特定、
調査員へ連絡
（６日間）

参考　【25年調査】

24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

市区町村

10月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統計調査員任命期間（8/25～10/24を標準期間、２か月）

調査実施期間（9/23～10/24）

世帯
(オンライン
回答可能) オンライン回答期間(配布期間８日間＋６日間) 未提出世帯に対するｵﾝﾗｲﾝ回答の再開

25年
本調査

８月 ９月

調査員 調査員事務打合せ会への出席

調査区確認
『単位区設定図』修正
『調査対象名簿』作成
『お知らせ』配布

（７日間）

調査書類の
配布準備

（３日間）

調査票の配布、『オンライン
調査利用ガイド』の配布、
『調査対象名簿』の記入

(８日間)

未提出世帯からの取集
督促状の配布
聞き取り調査

(５日間)

調査書類
整理

(２日間)
確認状の

配布
(2日間)

調査書類の検査（紙調査票での提出分）

調査員事務打合せ会の開催
調査対象住戸の抽出
調査員への連絡
（１０日間）

未提出世帯の特定
調査員へ連絡
（６日間）

調査票の取集、
建物調査票の記入

（７日間）

(3)アの回答１関連の別紙 
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